
貸 借 対 照 表
(平成26年３月31日現在)

(単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流動資産 16,844 流動負債 18,992
現 金 及 び 預 金 1,571 支 払 手 形 359
受 取 手 形 102 電 子 記 録 債 務 1,964
売 掛 金 8,361 買 掛 金 6,643
商 品 及 び 製 品 1,542 短 期 借 入 金 3,515
仕 掛 品 1,139 １年内返済予定の長期借入金 3,703
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 328 リ ー ス 債 務 238
前 払 費 用 57 未 払 金 459
繰 延 税 金 資 産 251 未 払 費 用 840
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 2,401 未 払 法 人 税 等 243
未 収 入 金 1,053 前 受 金 13
そ の 他 36 預 り 金 96
貸 倒 引 当 金 △0 設 備 関 係 支 払 手 形 540
固定資産 37,983 営 業 外 電 子 記 録 債 務 373
有形固定資産 12,350 固定負債 10,998
建 物 4,182 長 期 借 入 金 7,891
構 築 物 228 リ ー ス 債 務 360
機 械 及 び 装 置 4,232 繰 延 税 金 負 債 812
車 両 運 搬 具 3 退 職 給 付 引 当 金 1,788
工 具、 器 具 及 び 備 品 297 そ の 他 144
土 地 3,096 負債合計 29,990
建 設 仮 勘 定 308 （純 資 産 の 部）
無形固定資産 805 株主資本 21,609
借 地 権 400 資 本 金 9,839
ソ フ ト ウ ェ ア 396 資 本 剰 余 金 5,810
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 3 資 本 準 備 金 5,810
そ の 他 5 利 益 剰 余 金 6,302
投資その他の資産 24,827 そ の 他 利 益 剰 余 金 6,302
投 資 有 価 証 券 7,831 固定資産圧縮積立金 33
関 係 会 社 株 式 13,310 別 途 積 立 金 1,600
出 資 金 1 繰 越 利 益 剰 余 金 4,669
関 係 会 社 出 資 金 2,599 自 己 株 式 △342
役員従業員長期貸付金 5 評価・換算差額等 3,206
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 679 その他有価証券評価差額金 3,230
長 期 前 払 費 用 70 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △24
前 払 年 金 費 用 267 新株予約権 21
そ の 他 105
貸 倒 引 当 金 △43 純資産合計 24,837

資産合計 54,828 負債・純資産合計 54,828
　

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(平成平成2526年年４３月月１31日日からまで)
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 36,343
売 上 原 価 30,025

売 上 総 利 益 6,318
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,672

営 業 利 益 646
営 業 外 収 益 1,323
受 取 利 息 32
受 取 配 当 金 1,014
為 替 差 益 182
受 取 地 代 家 賃 82
そ の 他 11

営 業 外 費 用 372
支 払 利 息 257
そ の 他 114

経 常 利 益 1,597
特 別 利 益 172
投 資 有 価 証 券 売 却 益 172

税 引 前 当 期 純 利 益 1,770
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 365
法 人 税 等 調 整 額 △9
当 期 純 利 益 1,413

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成平成2526年年４３月月１31日日からまで)
(単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準 備 金
資 本
剰 余 金
合 計

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計

固定資産
圧 縮
積 立 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

平成 25 年４月１日残高 9,839 5,810 5,810 44 1,600 3,658 5,302 △349 20,602
当 事 業 年 度 中 の 変 動 額
新 株 予 約 権 の 行 使 － － △2 △2 7 5
固定資産圧縮積立金の取崩 △10 － 10 － － －
剰 余 金 の 配 当 － － △410 △410 － △410
当 期 純 利 益 － － 1,413 1,413 － 1,413
自 己 株 式 の 取 得 － － － － △0 △0
株主資本以外の項目の
当事業年度中の変動額（純額) － － － － － －

当事業年度中の変動額 合計 △10 － 1,010 999 7 1,007
平成26年３月31日残高 9,839 5,810 5,810 33 1,600 4,669 6,302 △342 21,609

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成 25 年４月１日残高 2,780 △30 2,750 13 23,365
当 事 業 年 度 中 の 変 動 額
新 株 予 約 権 の 行 使 － － － － 5
固定資産圧縮積立金の取崩 － － － － －
剰 余 金 の 配 当 － － － － △410
当 期 純 利 益 － － － － 1,413
自 己 株 式 の 取 得 － － － － △0
株主資本以外の項目の
当事業年度中の変動額（純額) 449 6 455 8 464

当事業年度中の変動額 合計 449 6 455 8 1,472
平成26年３月31日残高 3,230 △24 3,206 21 24,837
（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
　(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 有 価 証 券
イ．子会社株式 移動平均法による原価法によっております。
ロ．その他有価証券

　 ・時価のあるもの 決算期末前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は全部
純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっ
ております。

　 ・時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。
② デリバティブ 時価法によっております。
③ た な 卸 資 産 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によ

っております。
　 (2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
　イ．リース資産以外
　 の有形固定資産

機械及び装置については定額法、その他については定率法によっており
ます。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
については定額法によっております。

ロ．リ ー ス 資 産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっており
ます。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま
す。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始
日が平成20年３月31日以前のものについては、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっております。

② 無形固定資産
　イ．リース資産以外の無形固定資産
・自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
・その他の無形固定資産 定額法によっております。
ロ．リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま
す。
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　 (3) 引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

② 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認
められる額を計上しております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（10年）による按分額を処理しております。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
による定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま
す。
会計基準変更時差異（8,516百万円）については、15年による按分額を
費用処理しております。

　 (4）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。

なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理
によっており、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当
処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約取引、金利スワップ取引
ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務、借入金

③ ヘッジ方針及び
　 ヘッジの有効性評価の方法

市場相場変動に伴うリスクのヘッジを目的として、実需に基づく債権又
は債務を対象に内規に定めたリスク管理を実施し、有効性の評価を行っ
ております。

　 （5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　 消費税等の会計処理 税抜き方式によっております。
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２．貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産
（工場財団）
建 物 3,317百万円
構 築 物 153百万円
機 械 及 び 装 置 3,861百万円
土 地 2,832百万円

（その他）
建 物 528百万円
構 築 物 19百万円
上記、担保資産に対応する債務は以下のとおりであります。
（工場財団設定分）
短 期 借 入 金 438百万円
１年内返済予定の長期借入金 3,201百万円
長 期 借 入 金 5,377百万円

（その他）
短 期 借 入 金 295百万円
１年内返済予定の長期借入金 21百万円
長 期 借 入 金 260百万円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 38,194百万円

（3）偶発債務
　 ① 関係会社の金融機関からの借入等に対し債務保証を行っております。

エヌピーアール オブ アメリカ社 1,065百万円
㈱ 日 ピ ス 福 島 製 造 所 266百万円
㈱ 日 本 リ ン グ サ ー ビ ス 33百万円
㈱ 日 ピ ス ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス 6百万円

計 1,372百万円
　 ② 関係会社のリース会社へのリース債務に対し支払保証を行っております。

㈱ 日 ピ ス 福 島 製 造 所 4百万円
計 4百万円

　 ③ 関係会社の事務所賃借料に対し債務保証を行っております。
エヌピーアール シンガポール社 11百万円

計 11百万円
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（4）関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く)は次のとおりであります。
① 短期金銭債権 2,966百万円
② 短期金銭債務 6,144百万円

　
３．損益計算書に関する注記
　 関係会社との取引高

① 売 上 高 6,590百万円
② 仕 入 高 22,138百万円
③ 営業取引以外の取引高 950百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,587,666株 3,478株 36,000株 1,555,144株
　（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。
　 自己株式の数の減少は、ストック・オプションの行使による減少分であります。

５．税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産の発生の主な原因は、未払賞与、退職給付引当金、減損損失であります。
繰延税金負債の発生の主な原因は、前払年金費用、その他有価証券評価差額金であります。

６．リースにより使用する固定資産に関する注記（貸借対照表に計上したものを除く）
事務機器、製造設備等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しておりま
す。
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７．関連当事者との取引に関する注記
子 会 社 等

（単位：百万円）

属 性 会 社 等 の 名 称
議決権等の
所 有 割 合
(％)

関 係 内 容
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

子会社 ㈱ 日 ピ ス 福 島 製 造 所 直接 100％ 兼任３名 当社製品
の 製 造

製品の仕入等 10,180 買 掛 金 3,451

資金の貸付(注２) 780 関 係 会 社短期貸付金 630

資 金 の 回 収 953 ― ―

利 息 の 受 取 11 ― ―
担保の受入(注３） 2,564 ― ―

子会社 ㈱ 日 ピ ス 岩 手 直接 100％ 兼任３名 当社製品
の 製 造 製品の製造委託 9,586 買 掛 金 2,342

子会社 ㈱ 日 ピ ス ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス 直接 100％ 兼任１名 当社製品
の運送等 担 保 の 受 入 (注４) ― ―

子会社 エヌピーアール オブ ヨーロッパ社 直接 100％ 兼任１名 当社製品
の 販 売 製 品 の 売 上 2,919 売 掛 金 1,240

子会社 エヌピーアール オブ アメリカ社 直接 100％ 兼任２名 当社製品
の製造販売

製 品 の 売 上 1,205 売 掛 金 784
債務保証 (注５) 1,065 ― ―

資金の貸付(注２) 1,420 関 係 会 社短期貸付金 1,543

資 金 の 回 収 1,228 ― ―

利 息 の 受 取 5 ― ―

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等
１．価格の取引条件は市場価格を勘案し、価格交渉の上で決定しております。
２．資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。
３．当社の金融機関からの借入金に対し、同社所有の工場財団の担保提供を受けております。なお、保
証料は支払しておりません。取引金額には、平成26年３月31日現在の借入金残高を記載しており
ます。

４．当社の金融機関からの借入金に対し、同社所有の土地の担保提供（共同担保：根抵当権設定極度額
1,000百万円）を受けております。なお、保証料は支払しておりません。

５．エヌピーアール オブ アメリカ社のリース債務につき、債務保証を行ったものであります。なお、
保証料は受領しておりません。

６．取引金額には消費税等を含めておりません。また、関係会社貸付金を除き期末残高には消費税等を
含めております。

８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 301円94銭
（2）１株当たり当期純利益 17円19銭
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